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事業概要のご報告

２

当第２四半期連結累計期間（2019年10月１日から2020年３月31
日まで）における世界経済は、一部の地域を除き、２月までは概ね
堅調に推移しました。日本においても企業業績やインバウンド需要
もあり堅調に推移しましたが、２月以降は新型コロナウィルス感染
拡大に伴い外出を自粛する動きが広がり、食品・衛生用品等の生
活必需品以外の分野では消費にブレーキがかかりました。

高級二輪乗車用ヘルメット市場においては上述の状況と同様に
推移しました。即ち、10月～１月は販売が昨年度比増で推移しまし

たが、新型コロナウィルス感染拡大を受け、アジアでは２月以降ロッ
クダウン（都市封鎖）や小売店営業制限が始まりました。中国を始
めとする東アジアの諸国では最近になって徐々に需要が戻りつつ
ありますが、アセアン諸国ではまだ需要の低迷が続いています。欧
米では３月以降新型コロナウィルス感染拡大の影響を受けておりま
すが、ドイツ、米国等一部の地域で経済活動再開の動きがあるもの
の、小売店の本格営業再開は見通せない状況が続いています。

日本市場は、政府より不要不急の外出自粛、その後緊急事態宣
言が発せられましたが、二輪用品店を始めとする販売店は完全休
業となるところが少なく、懸念されていたほどの販売落ち込みは今
のところ見られませんでした。

当第２四半期連結累計期間における日本、海外を合わせた販売
数量は、10月～１月の間に各国代理店から受注した注文が好調で

あり、又、連結先の欧州子会社の販売が好調であったため、前年
同期比６％増加となりました。これは当社が推し進めているお客様
のニーズに沿った新モデルの開発・販売、製造部門における徹底し
たコストダウン及びお客様の安全をサポートするサービスが成功裏
に進んだ結果であります。

地域別の分析と致しましては、欧州市場は、主力モデルの
NEOTEC2およびGT-Air2が好調であり販売数量は前年同期比

６％増加となりました。北米市場は、販売の効率化のため、２代理
店から１代理店に集約することと致しましたが、その過程において、
もう１社の代理店在庫を継続代理店が引き取りを行ったため同代
理店において在庫調整が発生し販売数量は前年同期比23％減少
となりました。日本市場は、国内を優先に出荷する方針としたため、
販売数量は前年同期比20％増加となりました。アジア市場全体の
販売数量は上述の通り高級市場が拡大する中で前年同期比75％
増加となりました。特に中国市場はヘルメット規格変更に伴う市場

での混乱も収束し前年度後半以降好調が続いており前
年同期比353％増加となりました。

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売
上高は8,669百万円と、前年同期比827百万円（10.6％）

の増収、為替も想定比若干の円安で推移したこと、子会
社販売も好調なことにより営業利益は2,054百万円と、
前年同期比362百万円（21.4％）の増益となりました。経
常利益は2,037百万円と前年同期比351百万円
（20.9％）の増益となりました。また、税金等調整前四半
期純利益は2,037百万円と前年同期比351百万円
（20.9％）の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益
は1,412百万円と前年同期比256百万円（22.2％）の増
益となりました。

通期業績につきましては、新型コロナウィルスの感染
拡大及び各国政府の小売業務への規制に伴い３月以
降特に欧米市場において急速な販売低下が発生してお
り、当社においても少なからず連結業績への影響が予
想されます。

現時点において連結業績に与える影響を合理的に算定
することが困難であるため、通期の連結業績予想は変
更しておりませんが、今後、合理的な算定が可能とな
り、修正が必要と判断された時点で速やかに開示してま
いります。

今後も、株主の皆様を始め、お客様並びにお取引先様
におかれましては、何卒より一層のご支援ご鞭撻を賜り
ますよう宜しくお願い申し上げます。

2020年６月

代表取締役社長

石田 健一郎

(単位:百万円、％)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

第2四半期累計 8,669 2,054 2,037 1,412

(前年同期比増減率) (10.6) (21.4) (20.9) (22.2)



営業概況
販売地域別売上高

欧州市場は主力モデルのNEOTEC2及びGT-Air2の販
売が好調に推移し、売上高は4,203百万円（前年同期比
12.6％増、構成比48.5％）となりました。

北米市場は販売の効率化のため、２代理店から１代理
店に集約することと致しましたが、その過程において、もう
１社の代理店在庫を継続代理店が引き取りを行ったため
同代理店において在庫調整が発生し売上高は999百万
円（同23.4％減、構成比11.5％）となりました。

日本市場は、国内を優先に出荷する方針としたため、
売上高は2,198百万円（同16.1％増、構成比25.4％）とな
りました。

その他の地域は、アジア市場全体の高級ヘルメット市場
が拡大する中、特に中国市場はヘルメット規格変更に伴
う市場での混乱も収束し前年度後半以降好調が続いてい
る結果、売上高は1,267百万円（同39.4％増、構成比
14.6％）となりました。

品目別売上高

二輪乗車用ヘルメットの売上高は、7,843百万円(前年
同期比10.1%増、構成比90.5%)となりました。

また、二輪乗車用ヘルメット以外の売上は、官需用ヘ
ルメット売上高が55百万円(同18.6%減、構成比0.6%)、
ヘルメット以外（オプションパーツ等）の売上高が770百
万円（同18.8%増、構成比8.9%） となっております。

利益還元方針

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題
として位置付けており、配当性向を重視した「業績に
対応した成果の配分」を行うことを基本方針としてお
り、財務体質及び経営基盤強化のため株主資本を充
実するとともに、連結配当性向50%を目処とした期末
配当を実施する所存であり、現状では、期末配当以外
の利益配分は考えておりません。

配当金の推移

（百万円） （円）

72
79 85 93

106

0

30

60

90

120

0

400

800

1,200

1,600

第59期

9月期
(49.7%)

第60期

9月期
(49.6%)

第61期

9月期
(49.6%)

第62期

9月期
(49.7%)

第63期

9月期
(49.7%)

３

25.4%

48.5%

11.5%
14.6%

日本
その他

北米

欧州

90.5%

0.6% 8.9%

二輪車用ヘルメット

その他
官需用ヘルメット



第２四半期連結財務諸表
第２四半期連結貸借対照表（要約） （単位：百万円） 第２四半期連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

第２四半期連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書（要約）（単位：百万円）

４

第２四半期連結包括利益計算書 （単位：百万円）

第６３期第２四半期 第６４期第２四半期

資産の部

流動資産 13,413 13,967

　　　現金及び預金 7,430 7,377

　　　受取手形及び売掛金 1,604 1,728

　　　商品及び製品 2,023 2,278

　　　仕掛品 736 831

　　　原材料及び貯蔵品 929 912

　　　その他 696 845

　　　貸倒引当金 △ 6 △ 5

固定資産 3,405 4,117

　 有形固定資産 2,783 3,353

   無形固定資産 61 69

   投資その他の資産 561 694

資産合計 16,819 18,084

負債の部

流動負債 2,457 3,141

　　　買掛金 1,119 1,115

　　　未払金 268 399

　　　未払法人税等 508 758

　　　賞与引当金 219 233

　　　その他 341 633

固定負債 848 1,190

　　　役員退職慰労引当金 137 127

　　　退職給付に係る負債 669 767

　　　資産除去債務 41 41

　　　その他 ― 254

負債合計 3,305 4,331

純資産の部

株主資本 13,987 14,425

　　　資本金 1,394 1,394

　　　資本剰余金 391 391

　　　利益剰余金 12,202 12,639

　　　自己株式 △ 1 ―

その他の包括利益累計額 △ 473 △ 672

      為替換算調整勘定 △ 314 △ 501

　　 退職給付に係る調整累計額 △ 159 △ 170

純資産合計 13,513 13,753

負債･純資産合計 16,819 18,084

科　　目
2019年3月31日現在 2020年3月31日現在

第６３期第２四半期 第６４期第２四半期
自 2018年10月1日 自 2019年10月1日

至 2019年3月31日 至 2020年3月31日

売上高 7,841 8,669

売上原価 4,551 4,980

売上総利益 3,290 3,688

販売費及び一般管理費 1,598 1,633

営業利益 1,692 2,054

営業外収益 13 25

営業外費用 20 42

経常利益 1,686 2,037

特別利益 0 0

税金等調整前四半期純利益 1,686 2,037

法人税、住民税及び事業税 520 699

法人税等調整額 9 △ 74

四半期純利益 1,156 1,412

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,156 1,412

科　　目

第６３期第２四半期 第６４期第２四半期
自 2018年10月1日 自 2019年10月1日

至 2019年3月31日 至 2020年3月31日

四半期純利益 1,156 1,412

その他の包括利益

　　　為替換算調整勘定 △ 35 9

　　　退職給付に係る調整額 14 17

　　　その他の包括利益合計 △ 21 27

四半期包括利益 1,135 1,439

（内訳）

　　　親会社株主に係る四半期包括利益 1,135 1,439

科　　目

第６３期第２四半期 第６４期第２四半期
自 2018年10月1日 自 2019年10月1日

至 2019年3月31日 至 2020年3月31日

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 1,079 1,545
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 465 △ 446
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 1,281 △ 2,768
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △ 16 26
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 8,114 9,018
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 四 半 期 末 残 高 7,430 7,377

科　　目



５

総資産経常利益率 自己資本比率

自己資本当期純利益率(ROE) 総資産当期純利益率(ROA)

ESGの取り組み

株式会社SHOEIはESGに関する課題に対応するESG経営を推進することで、事業 リスクの軽減を図るとともに、
事業機会を拡大することにより、持続的な企業価値の向上を図ります。

具体的な取り組みといたしまして、当社の工場で再生可能エネルギー使用率の高い新電力を利用しCO2排出量を削減、
工場設備の照明をLED化、工場敷地の一部で雨水浸透方式を採用することにより、都市型水害の軽減、水質汚濁及び
ヒートアイランド現象の緩和に貢献し、環境問題に取り組んでおります。

また、工場作業場への空調設備設置等の労働環境改善の取り組みや、近隣小学校の社会科見学を定期的に受け入れ、
地域社会への貢献もしております。

0%

5%

10%

15%

第61期 第62期 第63期 第64期

第2四半期累計

0%

30%

60%

90%

第61期 第62期 第63期 第64期

第2四半期累計

0%

5%

10%

15%

第61期 第62期 第63期 第64期

第2四半期累計

0%

5%

10%

第61期 第62期 第63期 第64期

第2四半期累計



グループ概況 株式の情報
会社概要 （２０２０年３月３１日現在） 株式の状況 （２０２０年３月３１日現在）

役員

社 名 株式会社ＳＨＯＥＩ
設 立 1959年3月17日
資本金 13億9千4百万円
代表者 代表取締役社長 石田 健一郎
従業員数 532名（正社員 434名、嘱託・パート 98名）
事業所 ●本社

〒110-0016
東京都台東区台東一丁目31番7号
Tel. 03-5688-5160 ㈹

工 場 ●茨城工場
〒300-0525
茨城県稲敷市羽賀1793番地1
Tel. 029-892-2131 ㈹

●岩手工場
〒029-3404
岩手県一関市藤沢町徳田字野岡27番1
Tel. 0191-63-2274 ㈹

ショールーム ●SHOEI Gallery TOKYO
〒101-0021
東京都千代田区外神田二丁目15番2号
Tel. 03-5289-7151 ㈹

連結子会社
SHOEI (EUROPA) GMBH
SHOEI DISTRIBUTION GMBH
SHOEI EUROPE DISTRIBUTION SARL
SHOEI ITALIA S.R.L.
SHOEI SAFETY HELMET CORPORATION
SHOEI ASIA CO.,LTD.

営業品目 オートバイ用ヘルメットを中心に、官公庁用（防衛省用、
警察庁用）ヘルメット等の製造・販売

主な取引先 岡田商事㈱、HELMET HOUSE INC. 、DETLEV 
LOUIS MOTORRADVERTRIEBS GmbH 、XIAMEN 

CHUANGJIAN HELMETS CO.LTD. 、
FERIDAX(1957)LTD.バイク用品専門代理店

代表取締役社長 石田 健一郎
専 務 取 締 役 鶴見 優之
取 締 役 多比良 淳二
社 外 取 締 役 小林 慶一郎
社 外 取 締 役 清水 匡輔
常 勤 監 査 役 平野 明人
監 査 役 小出 豊
監 査 役 山上 欣二

株式の状況（2020年3月31日現在）
発行可能株式総数 56,000,000株
発行済株式の総数 13,421,529株（自己株式 ー株含む）
株主数 2,678名

大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE FIDELITY FUND  1,373,226 10.2%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,046,400 7.8%

昭和電工株式会社 888,000 6.6%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 713,000 5.3%

アルク産業株式会社 700,000 5.2%

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU UCITS

CLIENTS NON LENDING 15 PCT TREATY

ACCOUNT
670,200 5.0%

RBC IST 15 PCT NON LENDING ACCOUNT ―

CLIENT ACCOUNT
572,800 4.3%

明和産業株式会社 400,000 3.0%

CLEARSTREAM BANKING S.A. CEO PHILIPPE

SEYLL
308,000 2.3%

THE BANK OF NEW YORK 133652 301,000 2.2%

（注） 持株比率は自己株式（―株）を控除して計算しております。

500,000株以上 7名 0.3%

100,000株以上 14名 0.5%

50,000株以上 21名 0.8%

10,000株以上 73名 2.7%

5,000株以上 55名 2.1%

1,000株以上 290名 10.8%

1,000株未満 2,218名 82.8%

６

個人・その他 2,444名 91.3%

金融機関 23名 0.9%

金融商品取引業者 23名 0.9%

その他の法人 38名 1.4%

外国人法人等 150名 5.6%

所有株式数別分布状況

所有者別株主分布状況



株式会社SHOEI
〒110-0016 東京都台東区台東１丁目３１番７号
TEL：03-5688-5160（代）

株主メモ

７

事業年度 毎年10月1日から翌年9月30日まで
定時株主総会 毎年12月
基準日 定時株主総会 毎年9月30日

その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めた日
株 主 名 簿 管 理 人 及 び 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
特別口座の口座管理機関
同連絡先 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

東京都府中市日鋼町１-１
電話 0120-232-711（フリーダイヤル）

同郵送先 〒137-8081 新東京郵便局私書箱29号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

（ご注意）
1. 株主様の住所変更、配当金の払込みのご指定、買取請求その他各種

お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関
（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券

会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）で
はお取り扱いできませんのでご注意ください。

2. 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三
菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座
の管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3. 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払い
たします。

単元株式数 100株
公告掲載誌 日本経済新聞
上場取引所 東京証券取引所


